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1 基本方針

歴史上多 くの被害地震 に見舞 われ てきた我 が国 においては、地震 と防災 に

関す る調査研 究 を発展 させ 、地震 災害 の軽減 を図 るこ とが社会的 に強 く要請

され てい る。 20H年 3月 H日 に発 生 した東北地方太平洋沖地震 は、最大震度

7の 揺れで、大 きな津波 を伴 い未曾有 の被害 を もた らした。 2023年 度 は、

1923年 9月 1日 に発生 した関東地震 か ら100年 が経過 した節 目にあた り、改 めて

地震 防災に対す る関心の高 ま りが見 られた。加 えて 2024年 1月 1日 には最大震

度 7の 揺れ を観測 した 「令和 6年 能登半島地震 」 が発 生 し、石川 県能登地方

を中心 に甚大 な人的 。物 的被害が生 じてい る。他方 、政府 は、南海 トラフや

首都 直 下、 日本海溝・ 千 島海溝 沿い にお ける巨大地震発生時の被 害想定 を公

表 し、対策 の具体化 を進 めてい る。

この よ うな 中、当財 団が進 める地震 の予知及 び 防災 に関す る研 究 は、 これ

まで以上 に社会 の期待 に応 えていかね ばな らない。 この ことを踏 まえ、 2024

年度 においては、地震 の予知及び防災 に関す る研 究、研究の助成 、知識 の普

及啓発等 を積極的 に進 め、事業 の充実 を図 る。 また、今後 の震 災被 害の軽減

に対応 した国の地震調査研 究の 円滑 な活動 に資す るた めの業務 、地震・ 津

波 。火 山観 測網 の整備 、運用及び維持管理 の業務 、並 び に地震 防災 に関す る

学術的・技術 的諸課題 につ いて総合評価 を行 う地震 防災評価業務等 の よ リー

層 の推進 を図 る。

(1)調 査研 究

地震 の予知及び防災 に関す る基礎研究及び具体的課題 に係 る総合 的な調

査研 究の一層 の推進 を図 るこ ととし、 自主調査研 究及び受託調査研 究に よ

る調査研 究 を進 める。

また、調査研 究 を行 うに当たつては、当財 団 の研 究委員会活動 の充実 を

図 り、各分野 の学識経験者 の協力 を得 る とともに、広 く関係機 関 との交流

を進 める。

(2)研 究の助成

地震 の予知及び防災 に関す る研 究助成 に努 め る。



(3)普 及啓発

地震 の予知及び防災 に関す る情報、資料 の収集 、整理及び印刷物 の制作

等 を進 める とともに地震防災 に関す る講演会等 に協力 し、国民一般 の地震

防災 に対す る知識 を高 め、その理解 を深 め るた めの普及啓発 の促進 に努 め

る。

(4)体 制整備

以上 の基本方針 に基づ き、関係者 の協力等 を得 なが ら体制整備 を積極的

に進 める。

(5)調 査研 究施設設備 の整備

当財 団が設 置 してい る微小地震観測施設及び ボアホール観測装置等 の点

検及 び整備等 を実施す る。

2 事業計画

(1)調 査研 究

① 地震 防災調査研 究部

企 業等 か ら地震活動 の予測及び防災に関す る調査研 究 を受託す る。 ま

た、調査研 究 を進 めるに当た っては、学識経験者並び に当財 団で組織す

る委員会 の活用 を図 る。 また、成果 の活用 として地方公共団体等 が実施

す る地震 防災 に関す る調査研 究 に対す る技術支援 を行 う。

②地震調査研究センター

国から受話 した地震調査研究推進本部の活動支援に関する業務を行

う。

③つ くば観測技術セ ンター

国立研究開発法人等か ら地震 。津波・火 山観測網の整備、運用及び維

持管理の業務、観測データの検測に関す る業務 を受託す る。

(2)研 究 の助成

地震発 生時 にお ける緊急観 測調査資金 に対す る助成 、研 究者 の国際交流

に対す る助成 、外部研 究者 の研 究 に対す る助成 を行 う。
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(3)普及啓発

①地震の予知及び防災に関す る知識の普及啓発 のため、「地震ジャーナル」

の刊行 を行 うとともに、ホームページの充実を図る。

②地震の予知及び防災に関す る情報、資料 の収集、整理、蓄積 を図 り、必

要 に応 じ提供す る。

③地震防災に関す る講演会等への協力、地震の予知及び防災に関す る研究

会の開催 を通 じ、国民一般の地震防災に対す る知識 の普及 に努 める。

(4)体 制整備

各組織 において、外部 の研 究者 との連携 を含 んだ人的体制 を一層充実 さ

せ 、競争力、技術力及 び企画提案力 を強化す る体制整備 を進 める。

(5)調 査研 究施設設備 の整備

地震 防災調査研 究部 においては、全 国地震観 測デー タ流通ネ ッ トワー ク

を通 じ常時他機 関 とデー タの流通交換 を行 つてい る観測施設 、及 び瑞浪観

測施設 について、安定運用 のための点検及 び整備 を実施す る。
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